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(36) 兼子一『破産法〔完〕』（弘文堂， 1953), 中田淳一『破産法・和議法』










(39) 兼子 57頁，中田淳 154頁。




























(45) 谷口 257頁。中田淳 144頁以下が述べるような，主観主義と客観主義と
いう大きな枠組み的な対比が念頭にあったのかもしれない。
























(51) 我妻栄『新訂 債権総論』（岩波書店， 1974),星野英一『民法概論I
（債権総論）』（良書普及会， 1978),奥田昌道『債権総論増補版』（悠々社，
1992), 平井宜雄『債権総論 第2版』（弘文堂， 1994),奥田昌道編『新板







(53) 星野 112頁以下，奥田 286頁，平井 283頁以下，注釈民法 822頁以下，
857頁［下森定］，中田裕241頁，平野 181頁。
(54) 星野 114頁，平井 283頁，注釈民法 852頁以下［下森］，中田 248頁以
下参照。我妻 189頁以下は，判例のように行為類型を広げるのであれば，こ
のような判断方法になると見る。
(55) 奥田 286頁以下，平井 284頁以下，中田裕253頁以下。
(56) 星野 112頁以下，中田裕248頁以下（特に 253頁），平野 195頁，潮見
773頁参照。










(59) 奥田 286頁（同 292頁も参照），平井284頁，中田裕253頁以下。
(60) 星野 111頁，注釈民法850頁［下森］，中田裕247頁，潮見 759頁。
(61) 中田裕247頁，平野 184頁，潮見 759頁以下。
(62) 大判大正 10年3月24日民録27輯 657頁，我妻 176頁，奥田 294頁，








(64) 大判大正 8年10月28日民録25輯 1908頁，大判昭和 12年2月18日民
集 16巻 2号 120頁，奥田 295頁，平井 284頁，平野 184頁，潮見 759頁，
注釈850頁。我妻 184頁もこの把握に近いか。
(65) 注釈民法850頁［下森］。大判大正 10年3月24日・前掲註 62もそのよ
うに読める。
(66) 我妻 176頁。
(67) 大判大正 8年10月28日・前掲註 64, 我妻 184頁，奥田 295頁，注釈
民法850頁［下森］，中田裕247頁，潮見 759頁。例外的に，こちらでも債
務者の自由制約の観点を強調するものとして平野 182頁がある。
















(72) 我妻 184頁以下，星野 110頁，奥田 293頁，平井283頁，注釈民法846
頁［下森］，中田裕255頁，平野 182頁。
(73) 我妻 183頁，奥田 293頁，平井 284頁，潮見759頁。
(74) 伊藤 107頁参照。
(75) 中田裕255頁。


















RIE, L. AYNES ET PH. STOFFEL-MUNCK, Droit des obligations, geed., 2016, 
n°1145. 否認権に相当する制度（疑わしき期間の無効）につき， Cass.








































































（垣内論文引用の文献のほか， Henckel/Gerhardt, Jaeger Insolvenzord-























であり，少なくとも未必の故意を要求する (BGHUrteil v. 27. Mai 2003-































(112) 松下淳一『民事再生法入門 第2版』（有斐閣， 2014)2頁註 1)' 山本





































推定には支払不能のおそれでたりるとされる (BGHUrteil v. 13. April 






































俊「判批」金法2085号 16頁 (2018) に詳しい）が，財産減少行為の延長と
して無償行為を捉えつつ，極めて限られた行為類型において直接加害の必要
性を排除することも不可能ではないように思われる。
(127) なお，これは有害性の問題と整理すべきなのか，管財人の行為規範の
問題と整理すべきなのかという議論もあり得よう。もっとも，いずれで考え
るとしても，本稿が主として対象にした行為時の財産状態悪化の問題が，ま
さに行為時ではなくより将来の事象と結びつけて理解される必要があること
に違いはないことを付言しておきたい。
(408) 
82-4-44 
